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金
属
労
協
（
Ｊ
Ｃ
Ｍ
）
は
2
0
1
2
年

11
月
５
〜
６
日
、
東
京
・
ホ
テ
ル
グ
ラ
ン
ド

パ
レ
ス
で
「
第
14
回
北
欧
産
業
労
連
／
Ｊ
Ｃ

Ｍ
金
属
労
組
定
期
協
議
」
を
開
催
し
た
。
こ

の
会
議
は
Ｊ
Ｃ
Ｍ
が
運
動
方
針
に
基
づ
き
実

施
し
て
い
る
2
国
間
交
流
の
一
つ
で
あ
る
。

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
・
グ
ロ
ー
バ
ル
ユ
ニ

オ
ン
の
主
要
加
盟
組
織
で
あ
る
両
組
織
の
ト

ッ
プ
が
3
年
お
き
に
一
同
に
会
し
、
政
治
・

経
済
・
労
働
情
勢
等
に
つ
い
て
情
報
交
換
・

意
見
交
換
を
行
い
、
連
帯
強
化
を
図
っ
て
い

る
。（
＊
北
欧
産
業
労
連
概
要
は
囲
み
参
照
）

　

今
回
の
会
議
に
は
、
Ｊ
Ｃ
Ｍ
か
ら
は
、
西

原
議
長
を
は
じ
め
副
議
長
・
事
務
局
長
の
三

役
に
加
え
て
、
事
務
局
次
長
、
産
別
書
記
長
・

事
務
局
長
ら
が
参
加
、
北
欧
産
業
労
連
か
ら

は
、
ア
ル
ヴ
ェ
・
バ
ッ
ケ
北
欧
産
業
労
連
会

長
／
ノ
ル
ウ
ェ
ー
合
同
産
業
労
組
会
長
他
、

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
、
デ
ン
マ
ー
ク
、
フ
ィ
ン
ラ

ン
ド
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
の
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー

ル
加
盟
組
織
会
長
、
国
際
担
当
、
北
欧
産
業

労
連
事
務
局
長
ら
が
参
加
し
た
。

　

2
0
0
9
年
に
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
・
ス
ト
ッ

ク
ホ
ル
ム
で
開
催
し
た
前
回
定
期
協
議
以

降
、
両
組
織
を
取
り
巻
く
情
勢
は
、
イ
ン
ダ

ス
ト
リ
オ
ー
ル
・
グ
ロ
ー
バ
ル
ユ
ニ
オ
ン
結

成
を
は
じ
め
、
欧
州
で
は
財
政
・
金
融
危
機
、

日
本
国
内
で
は
東
日
本
大
震
災
な
ど
非
常
に

大
き
な
変
化
が
あ
っ
た
。
今
回
の
定
期
協
議

で
は
、
こ
れ
ら
の
状
況
を
踏
ま
え
、「
両
国

の
政
治
・
経
済
・
労
働
情
勢
お
よ
び
女
性
参

画
に
つ
い
て
」「
産
業
の
空
洞
化
と
雇
用
維

持
に
つ
い
て
」「
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
諸

活
動
へ
の
参
画
に
つ
い
て
」「
環
境
と
エ
ネ

ル
ギ
ー
政
策
に
つ
い
て
」
の
4
つ
の
議
題
に

基
づ
き
報
告
、
議
論
を
行
っ
た
。

　

本
紙
面
で
は
こ
れ
ら
議
題
の
う
ち
、「
産

業
の
空
洞
化
と
雇
用
維
持
に
つ
い
て
」「
環

境
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
に
つ
い
て
」
の
2
議

題
に
つ
い
て
北
欧
か
ら
の
報
告
内
容
を
中
心

に
掲
載
す
る
。

　

議
題
「
産
業
の
空
洞
化
と
雇
用
維
持
に
つ

い
て
」
で
は
、
日
本
か
ら
は
Ｊ
Ｃ
Ｍ
加
盟
5

産
別
の
委
員
長
・
会
長
、
Ｊ
Ｃ
Ｍ
本
部
が

産
業
動
向
に
つ
い
て
報
告
を
行
っ
た
。
北

欧
側
か
ら
は
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
・
ノ
キ
ア
と

デ
ン
マ
ー
ク
・
リ
ン
ド
造
船
所
の
二
つ
の

事
例
報
告
が
行
わ
れ
た
。
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で

は
2
0
0
8
年
の
経
済
危
機
に
よ
り
、
ノ

キ
ア
の
生
産
が
中
国
・
ベ
ト
ナ
ム
・
ラ
テ
ン

ア
メ
リ
カ
へ
移
転
し
た
こ
と
に
よ
り
、
フ
ィ

ン
ラ
ン
ド
国
内
の
ノ
キ
ア
工
場
が
全
て
閉
鎖

さ
れ
た
。
ノ
キ
ア
は
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
経
済
に

大
き
く
貢
献
し
て
い
た
こ
と
も
あ
り
、
工
場

の
海
外
移
転
は
国
の
経
済
に
大
き
な
打
撃
を

与
え
る
事
態
と
な
っ
た
。
こ
の
ノ
キ
ア
の
経

験
は
1
企
業
に
多
大
に
依
存
す
る
危
険
性
、

製
造
拠
点
の
海
外
移
転
が
も
た
ら
す
様
々
な

影
響
を
認
識
さ
せ
る
事
例
と
な
っ
た
。
デ
ン

マ
ー
ク
で
は
リ
ン
ド
造
船
所
が
2
年
前
に
閉

鎖
さ
れ
た
が
、
解
雇
さ
れ
た
3
千
人
の
労
働

者
の
教
育
訓
練
を
は
じ
め
と
し
た
再
就
職
支

援
を
、
Ｅ
Ｕ
か
ら
の
資
金
提
供
を
受
け
て
デ

ン
マ
ー
ク
金
属
労
組
が
取
り
組
ん
で
い
る
事

例
が
報
告
さ
れ
た
。
質
疑
応
答
で
は
、
失
業

に
対
す
る
Ｅ
Ｕ
か
ら
の
教
育
資
金
援
助
制

度
、
再
就
職
支
援
の
事
例
、
北
欧
に
お
け
る

雇
用
の
流
動
化
の
状
況
と
社
会
的
背
景
、
中

国
問
題
等
に
つ
い
て
意
見
交
換
を
行
っ
た
。

～
産
業
の
空
洞
化
と
雇
用
維
持
、

　

環
境
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
な
ど
に
つ
い
て
議
論
～

TOPICS 2

第
14
回 

北
欧
産
業
労
連
／
Ｊ
Ｃ
Ｍ
金
属
労
組
定
期
協
議
報
告

第14回北欧産業労連／JCM金属労組定期協議
（2012年11月5〜6日 ,東京）
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議
題
「
環
境
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
に
つ
い

て
」
で
は
、
日
本
か
ら
は
電
機
連
合
・
基
幹

労
連
・
Ｊ
Ｃ
Ｍ
本
部
が
日
本
の
現
状
に
つ
い

て
報
告
を
行
っ
た
。
北
欧
側
か
ら
は
ス
ウ
ェ

ー
デ
ン
代
表
が
北
欧
全
体
の
状
況
に
つ
い
て

報
告
を
行
っ
た
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
、

電
力
消
費
パ
タ
ー
ン
等
は
国
毎
に
異
な
る

が
、
北
欧
各
国
に
と
っ
て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

安
定
供
給
、
価
格
安
定
は
雇
用
・
福
祉
に
も

影
響
す
る
共
通
し
た
重
要
な
課
題
で
あ
る
。

　

北
欧
各
国
の
主
要
発
電
構
成
は
以
下
の
通

り
。（
図
参
照
）

　

国
毎
の
個
別
の
状
況
は
、

　

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
で
は
原
子
力
に
つ
い
て
30

年
議
論
し
て
き
て
い
る
が
、
多
く
の
政
党
は

続
け
る
べ
き
と
の
見
解
で
あ
る
。
ま
た
、
ス

ウ
ェ
ー
デ
ン
で
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
集
約
型
の
産

業
が
多
く
、
妥
当
な
価
格
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
が

必
要
と
さ
れ
て
い
る
。

　

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は
原
子
力
発
電
所
の
増

設
を
計
画
し
て
い
る
。
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は

電
力
の
十
数
パ
ー
セ
ン
ト
程
度
を
ロ
シ
ア
か

ら
輸
入
し
て
い
る
が
、
ロ
シ
ア
で
は
古
い
原

子
力
発
電
所
を
使
用
し
て
お
り
、
国
内
で
新

た
な
施
設
を
造
る
方
が
合
理
的
と
い
う
考
え

に
基
づ
い
て
い
る
。

　

デ
ン
マ
ー
ク
で
は
風
力
発
電
に
対
し
て
国

民
的
合
意
が
得
ら
れ
て
お
り
、
政
策
と
し
て

経
済
的
支
援
が
行
わ
れ
て
い
る
。

　

ノ
ル
ウ
ェ
ー
で
は
水
力
が
98
％
で
メ
イ
ン

と
な
っ
て
い
る
。
水
力
は
発
電
量
の
予
想
が

容
易
で
コ
ス
ト
も
安
い
。

　

今
後
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
具
体
的
な
内

容
は
国
毎
に
異
な
っ
て
く
る
と
考
え
ら
れ
る

が
、
大
き
な
方
向
性
と
し
て
は
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
へ
向
か
う
と
予
測
さ
れ
て
い
る
。

労
働
組
合
は
、
環
境
を
守
る
取
り
組
み
を
進

め
る
必
要
が
あ
る
一
方
で
、
鉄
鋼
・
重
工
業

な
ど
多
量
の
電
力
を
必
要
と
す
る
産
業
へ
の

安
定
的
な
電
力
供
給
に
つ
い
て
も
考
慮
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
早
急
に
解
決
策
が
見
つ

か
る
も
の
で
は
無
い
が
、
労
働
組
合
は
こ
の

相
反
す
る
課
題
に
取
り
組
ん
で
い
か
ね
ば
な

ら
な
い
。

　

質
疑
応
答
で
は
、
電
力
の
自
由
化
、
発
電

と
配
電
の
分
離
に
つ
い
て
、
地
熱
発
電
に
つ

い
て
、
日
本
に
お
け
る
原
子
力
発
電
に
関
す

る
議
論
状
況
等
に
つ
い
て
意
見
交
換
を
行
っ

た
。

※　
　

※　
　

※　

　

東
日
本
大
震
災
に
際
し
て
、
北
欧
産
業
労

連
・
北
欧
各
国
労
組
か
ら
は
メ
ッ
セ
ー
ジ
や

多
額
の
義
援
金
を
頂
い
て
い
た
こ
と
も
あ

り
、
定
期
協
議
終
了
後
、
代
表
団
は
被
災
地

を
訪
問
し
、連
合
宮
城
金
属
部
門
と
の
懇
談
、

東
北
電
機
製
造
の
労
使
と
の
懇
談
、
事
業
所

見
学
等
を
行
い
復
興
の
過
程
を
視
察
し
た
。

ま
た
代
表
団
は
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
国
内

加
盟
組
織
の
Ｉ
Ｃ
Ｅ
Ｍ

−

Ｊ
Ａ
Ｆ
（
現
イ
ン

ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
・
Ｊ
Ａ
Ｆ
）、
Ｕ
Ａ
ゼ
ン

セ
ン
を
表
敬
訪
問
し
、意
見
交
換
も
行
っ
た
。

　

次
回
会
議
は
、
3
年
後
に
北
欧
で
開
催
さ

れ
る
予
定
。■結成月日：2006年 1月1日

■組織概要：金属労働者を組織する北欧
金属労連と化学・製紙・繊維産業労働者
を代表するNIFとの合併によって誕生。
2012年現在、加盟組合数は北欧 5カ国
で合計20組織、組合員数は約106万人。
活動の焦点は、ヨーロッパにおける団体交
渉の調整強化、将来を見越した北欧産業戦

略、多国籍企業の労働組合ネットワークづ
くり、労働組合権を守るための国際枠組み
協約締結の推進。事務所所在地はスウェ
ーデン・ストックホルム。
■会長：アルヴェ・バッケ
　（ノルウェー・合同産業労連）
■事務局長：イエンス・ブンドバッド
　（デンマーク・COインダストリ）

北欧産業労連（Nordic IN）概要

北欧諸国の発電量（2010年）

フィンランド

スウェーデン

ノルウェー

アイスランド

デンマーク

デンマーク：火力・風力
フィンランド：
火力・原子力・水力
ノルウェー：水力・火力
スウェーデン：
水力・原子力・火力
アイスランド：水力・地熱


